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第 1 章 序論  
第 1 節 問題  
 
第 1 項 メンタルヘルス不調による休職と職場復帰支援について  
 近年、わが国におけるメンタルヘルス不調による休職者の増加が大きな問題と
なっている。2005 年の厚生労働省の発表によると、ここ 5 年程度でのメンタルヘ
ルスに問題を抱えた従業員数の増減を訪ねたところ、「やや増えた」とする企業
55.8%と「増えた」とする企業 22.1％の割合を合わせると 77.9%となり、8 割近
くの企業がメンタルヘルス不全者が増えたと回答している。そして、メンタルヘ
ルス問題が、生産性の低下や重大事故の発生など、実際の企業パフォーマンスに
マイナスの影響を及ぼすと考えているかについて、「関係がある」とする企業
48.4%と「密接に関係がある」とする企業 16.8%を合わせた 65.2%の企業が、メ
ンタルヘルス問題と企業パフォーマンスの関連性について、積極的に認識してい
る結果であり、企業にとって従業員のメンタルヘルス問題は経営に直結する問題
として考えられつつあるといえるであろう。  
また、メンタル・ヘルス研究所による 2009 年の報告では、心の病のため 1 ヶ
月以上休職している従業員の有無について尋ねた結果、77.2%の企業から「いる」
という回答が得られており、多くの企業がメンタルヘルス不調による休職者を抱
えていることが報告されている。そして、休職者の内、約 3 人に 1 人が過去復職
したことがあり、その後症状が再発して休職していることが報告されており、複
数回の休職を体験するものが少なからずいる事が示されている。  
企業だけでなく、国家公務員においてもメンタルヘルス不調による休職は増加
傾向にある。昭和 56 年より 5 年後ごとに実施されている国家公務員長期病休者
実態調査では、精神及び行動の障害によって 1 ヶ月以上休職している長期休職者
の割合が昭和 56 年から平成 8 年までは 0.16%～0.21%で推移しているのに対し、
平成 13 年では 0.46%、平成 18 年の調査では 1.28%と増加している。また、長期
休職者全体の 63.0%を精神及び行動の障害による休職者が占めており、官公庁に
おいてもメンタルヘルス不調による休職者の問題は深刻化している。  
 そこで、事業場側の休職者への対応について、田中ら (2008)が企業にアンケー
ト調査を行っている。その結果では休職者の職場復帰支援に関するプログラムが
整備されている事業場は 13.5%に過ぎず、54.6%の事業場は休職および復職に関
連する規定も整備されていなかった。また医療機関で提供されている復職プログ
ラムについては、68.9%の事業場が利用したいと回答していた。渡邊 (2007)も事
業場へのアンケート調査を行っており、休職中や復職時の対応について、事業場
で決めたルールが「ある」・「だいたいある」と回答した事業場は 43.7%であり、
残りの 56.3%は｢ない｣と回答していた。また、メンタルヘルス専門職については、
いない (58.0%)が一番多く、事業場外の専門職がいると回答した事業場は 33.1%
であった。一方、行政は、「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の
2 
 
手引き」(2004 年発表 ,  2009 年改訂 )を厚生労働省より発表し、その中で事業者に
休業から復職までの流れをあらかじめ明確にしておく事が必要であると述べてい
る。しかし、上述の報告では、共に半分以上の事業場が休職中や復職時に関する
ルールは無いと回答しており、手引き通りのプランニングは各事業場にまでは浸
透しきっていない現状があると考えられる。そして、事業場内で賄いきれないメ
ンタルヘルス問題について、事業場外の資源に対する期待は高まっていると考え
られる。  
 一方、海外のうつ病の社会復帰施策をみると、イギリスでは労働年金省による
障害者復職プログラム「Pathways to work」があり、精神障害者もこれを利用す
る事ができる。また、地方自治体や慈善団体が運営している様々な支援グループ
によるサービスを無料で受けることができるようになっている (鈴木 , 2008)。ま
たフランスでは、地域共同体の考えの元に「患者を家族や社会環境からできる限
り引き離さないようにすること」を推奨し、精神障害者の入院を最小限に留めた
が、これは精神障害者を人間らしい自立した社会生活に導く一方で、長期化によ
る経済的、精神的な家族の負担を増加させる問題が生じた。そのような背景から
患者自身やその家族によって民間の協会・団体が設立され、うつ病をはじめ精神
障害者の社会復帰援助活動支援を行っている (大西 , 2008)。上記のように、日本
だけでなく海外でもうつ病の社会復帰は政策として取り組まれる程重要性の高い
ものになっているといえよう。  
 
第 2 項 メンタルヘルス不調による休職からの復職を扱った先行研究  
上述のような状況の中で、休職者の復職、そしてその予後に関する研究もいく
つか行われており、復職後の予後に関連する要因が検討さている。しかし、筆者
が調べた中では、現在復職後の予後に関連する要因について、統一した見解は得
られていなかった。例えば川上ら (1987)は、企業における初回発症の大うつ病に
よる休職者 60 例を対象にし、復職後の経過や適応状態について調査を行ってい
る。観察期間は短いもので初回発症から 1 年以降であり、5 年以降のケースも存
在した。調査方法は属性や復職後の経過については担当の保健士から聴取し、調
査時点での適応状態や産業医保健士および職場側の関与の程度については 2 名の
精神科医が直接面談を行って判断した。その結果、復職後 4 年目までに 45%が 1
回以上の再発を体験する事や、再発が適応状態を低下させる要因になっている事、
また、再休職回数に対して、性別や初発年齢、職位や学歴などを含む属性や、産
業医保健士および職場側の関与とは相関がなかったことなどを報告している。  
また、島ら（2004）は、企業における過去 3 年間の精神障害による休職者 108
例を対象として、復職後の適応にかかわる諸要因を検討している。調査方法は、
各ケースの記録簿などを参照にして必要情報が収集された。観察期間は 1 ヶ月未
満から 38 ヶ月（平均 5.6 ヶ月 ,  SD=5.4）であった。上記 108 例から、復職後 6
ヶ月以上が経過し職場に適応していると考えられる対象者（適応群）35 例と、精
神障害による求職を 2 回以上繰り返し、今回の休職期間が 6 ヶ月を超えている対
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象者 (不適応群 )19 例を抽出し、両群の差を検討した結果、不適応に寄与する要因
として、発症年齢が低い、未婚・離婚・死別、うつ病以外の精神障害、非職場発
症要因が認められた。  
他にも、田中（2008）は復職前の夜間睡眠の状態と復職後の関係に注目し調査
を行っている。調査方法は、うつ病によって休職していた 19 名に対し、復職後 3
ヶ月時点の就業状況を再休職・制限付き就業・通常勤務に分類し、復職前の夜間
睡眠の状態との関係を検討している。結果は、復職前の睡眠効率が良いほど復職
後の適応も良いことが示されたが、他の要因の影響を考慮していない事などから、
“多くの限界を含んでいる”とされている。また、遠藤ら（2009）は、企業での
新規のメンタルヘルス不調による休職から復職した 126 名に、復職日から 1 年後
までに再休職したものとそうでないもので属性などによる差を検討している。そ
の結果、再休職の危険因子として「女性であること」を報告している。その他で
は、復職後の予後を事前に予測するための試みとして、秋山ら（2008）は独自に
作成した復職準備性評価シートを使用して、復職支援プログラムに参加した 26
名に調査を行っている。調査方法は、復職時に職場復帰準備性評価シート用い、
復職後の就労状況を残業可・残業なし定時勤務・軽減勤務・休務の 4 段階に分け、
復職後 1 ヶ月、3 ヶ月、6 ヶ月、1 年、2 年の時点で評価を行っている。その結果、
就業継続日数には、年齢や性別・学歴などによる属性による差は確認できなかっ
たが、評価シートの点数が高い対象の方が就労を継続しやすいことが示されてい
る。  
以上のように、各研究において再休職に関する要因が報告されているが、例え
ば島ら（2004）によって報告されている未婚状態にあることが、その他の研究で
は検討はされているものの差が認められないなど、いくつもの研究間で共通する
再休職の危険因子はみられなかった。これは適応状態の定義や復職後の観察期間
が研究によって様々であることが影響していると考えられた。また、調査方法に
ついても研究間で違いがみられるが、川上ら（1987）のように属性やサポートの
状況を含め総合的に要因を検討する方法から、田中（2008）や遠藤ら（2009）の
ように、再休職の危険因子となる要因について仮説検証的に調査を行ったり、観
察期間を一定にする研究方法へ変化しつつあることが考えられた。  
 
第 3 項 EAP（Employee Assistance Program）について  
 Employee Assistance Program（以下 ,EAP と略記）は従業者支援プログラム
や従業者援助プログラムと訳される産業精神保健活動である。国際 EAP 学会の
定義では EAP は①職場組織が生産性に関連する問題を提議する。②社員である
クライアントが健康、結婚、家族、家計、アルコール、ドラッグ、法律、情緒、
ストレス等の仕事上のパフォーマンスに影響を与えうる個人的問題を見つけ、解
決する。以上 2 点を援助するために作られた職場を基盤としたプログラムである、
とされている（日本 EAP 協会 HP, 1998）。  
EAP はさまざまなプログラムの形を取って提供され、大分すると会社内にある
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内部 EAP と社外資源である EAP サービスを提供する機関を利用する外部 EAP
がある。前者は初期の EAP の形であり、その特徴は職場組織を知り尽くしてい
るため、属する組織のためにカスタマイズされた高品質の組織サービスを行うこ
とができる反面、利用者側から見ると、社内組織のため秘密保持に不安がある、
という点が挙げられる。一方、後者は自社内で組織する必要がないため、コスト
面で優れ、また秘密保持を確保できるが、内部 EAP のようには職場組織に精通
していないという特徴がある（Cagney, 1999）。  
 EAP の歴史は、もともと米国の労働組合において、アルコール依存症からの回
復者がアルコール依存者をケアする活動から始まったが、1980 年代以降は、心理
的問題に加えて、家庭の問題、経済的問題、法律的問題なども包括するようにな
ってきた。米国では既に 12,000 社以上の EAP サービス機関があり、大手企業 500
社の 95％以上が EAP を利用している。また、日本では 1980 年代の終わり頃に
EAP が紹介されるようになり、外部で会社の人間に知られずに相談できるシステ
ムとして関心がもたれた。最近では精神的な問題で欠勤を繰り返したり、長期休
職するケースが増え、企業にとって精神的問題を抱えたケースのマネージメント
が大きな問題になってきたことから、EAP が注目されてきている。また、労働衛
生行政では 2 つの大きな動向があった。1 つは、1999 年 9 月に労働省（現厚生労
働省）から「心理的負荷による精神障害等に係わる業務上外の判断指針」が発表
された事である。この背景には精神障害および自殺に関する労災申請ケースの急
増があり、現場における迅速でかつ公平な事務処理を行うために作成された。こ
の動向に大きな影響を与えたのは、民事裁判で争われた電通事件である。この事
件は自殺した社員の遺族が企業の安全配慮義務が行き届いていなかった事を訴え
たもので、2000 年 6 月に電通側と遺族で和解が成立し、最終的に電通が遺族に謝
罪して、1 億 6 千万円余りの損害賠償金を支払ったのである。この動きに連動し
精神疾患や自殺に関わる労災認定件数も増え、この動向が企業において、メンタ
ルヘルスの問題を危機管理の一環として捉え直す契機となり、EAP は危機管理シ
ステムの一つとして考えられるようになってきた。2 つめは、2000 年 8 月に労働
省（現厚生労働省）から発表された「こころの健康づくりの指針」である。この
指針では、メンタルヘルスのシステムを、①労働者自身によるセルフケア、②ラ
インによるケア（マネージャーによる部下のケア）、③事業場内産業保健スタッフ
等によるケア（産業医・産業看護職・カウンセラー・衛生管理者など、産業保健
専門職によるケア）、④事業場外資源によるケア（医療機関その他の事業場外の専
門機関によるケア）の 4 本柱から構成している。この第 4 の柱に、外部 EAP が
該当することになり、これも EAP が注目される一因にあると考えられる（島ら , 
2002）。  
また、最近の EAP の活動分野としてメンタルヘルス不調で休職した従業員の
復職支援活動が活発になっている。上述の「心の健康問題により休業した労働者
の職場復帰支援の手引き」では、休職者の復職支援に関して検討・留意すべき事
項の一つとして、EAP の復職支援プログラム、リワークプログラム、デイケア等
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（以下「復職支援プログラム」に統一）が紹介されている。復職支援プログラム
に関する研究報告は、国内でも近年増えてきつつあり、そのほとんどが通所型で、
週数回のプログラムを組んでいる。プログラム内で行われている内容は各機関に
よって様々だが、行われていることの多いプログラムはグループミーティングや
認知行動療法、スポーツや心理教育であった（伊藤ら , 2006; 船橋ら , 2007; 山本
ら , 2008; 北川ら ,  2008; 吉村ら , 2010）。  
また、鈴木ら（2008）によって海外の復職支援に関する研究が 10 件報告され
ている。これによると、海外研究の特徴として、ほとんどの研究が Randomized 
Controlled Trial（RCT:無作為化比較試験）の手法を取り入れて介入群と統制群
を分け、効果測定が行われており、認知行動療法に一定の効果が示されている。  
 
第 4 項 うつ病の認知行動療法について  
 ここまで述べたように、職場でメンタルヘルス不調による休職はうつ病による
ものが多くを占めている。では、うつ病に対する有効な治療法はどんなものがあ
るだろうか。Clinical evidence issue 9 日本語版（日本クリニカル・エビデンス
編集委員会 ,  2004）によると、うつ病に対して有益な治療法として、抗うつ薬に
よる治療、電気けいれん療法、認知療法、対人関係療法が挙げられているが、ど
れかの治療法が他の治療法よりも優れているという明確なエビデンスは得られて
いないと述べられている。また、認知療法については、軽・中度のうつ病に対し
て効果がある事と、抗うつ薬と比較して 1～2 年間にわたって再燃のリスクを低
下させる可能性を示唆するエビデンスがあると説明されている。これに対して森
ら（2005）は、多くの再燃に関する研究は比較のため症状が改善した時点で薬物
療法を中止しているという問題点を指摘しており、現時点では継続した服薬と認
知療法を併用することが望ましいと述べている。  
 実際に、アメリカ精神医学会の 2000 年のうつ病の診療ガイドライン（APA, 
2000）でも、軽・中度の患者には認知療法やその他の心理療法単独の初期治療を
施してもよく、中・重度の場合で、対人的な問題やパーソナリティの問題がある
場合には、薬物療法に加えて心理療法の併用が試みられてもよいとされている。  
 ところで、認知療法とは Beck（1976）の理論によるもので、個人がある出来
事をどのように認知するかによって、生じてくる気分も左右されるという考えに
基づいており、上記のように特にうつ病に対する治療効果が認められている治療
法である。現在では、認知療法を含め、多くの治療体系が統合され体系的な治療
法として認知行動療法と呼ばれており、例えば、坂野（1992）はこれまでの認知
行動療法の発展を概観し、26 もの体系を挙げている。  
 また、伊藤（2009）は認知行動療法を“ストレスの問題を認知と行動の側面か
ら自己改善するための考え方と方法の総称”と定義し、図 1 を使って認知行動療
法の基本モデルを示している。図 1 のモデルによると、人は何かしらの出来事を
体験すると、意識的に行わずとも何らかの認知（思考）が生じ、それが気分や身
体反応、行動と互いに影響し合っていると説明している。つまり、同じ出来事を
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体験してもそれを否定的に認知すれば否定的な気分や身体反応や行動に繋がると
いう訳である。例えば、帰りの遅い夫を待っている妻は、不安を感じ（気分）、胸
がドキドキしたり（身体）、うろうろと歩き回っている（行動）と同時に、「何か
事故にあったのかも」や「付き合っている女性がいるのかも」などの何らかの認
知（思考）生じているだろう。この場合、認知（思考）が「夫の帰りが遅いと、
１人の時間を楽しめて、気楽だわ」と考えていれば、その他の反応も変わるだろ
う。  
このような認知（思考）は意識せずとも自動的に発生することから「自動思考」
と呼ばれ、認知行動療法では患者が自身の自動思考をモニターできるようになる
ことを重視している。これは、自動思考は意識的にモニターするまで気付かない
場合が多く、またどのような自動思考が生じるかによって、その後の気分や身体
反応や行動が大きく影響されるためと説明されている。実証研究として、白石
（2005）は認知療法による抑うつの軽減効果を検討しており、介入前後で抑うつ
感、否定的自動思考、抑うつスキーマが低減したことを報告している。抑うつス
キーマとは、抑うつの素因となる信念体系であり、認知療法ではネガティブなラ
イフイベントによって抑うつスキーマが活性化されると抑うつ感に繋がるような
自動思考が発生すると説明されている。このような特徴から、抑うつスキーマの
改善は時点での抑うつ感を低下させるだけでなく、将来の再発率の低下にもつな
がると述べられている ( Beck, 1995）。  
 以上のように、認知行動療法は現在のうつ病治療について、有効な治療法の 1
つとして認められている。ちなみに、2010 年 4 月より「認知療法・認知行動療法」
の区分が新設され健康保険適応の対象となったことから、わが国でも認知療法・
認知行動療法はうつ病治療の有効な方法として認識されているといえるだろう。  
 
 
  図 1 認知行動療法の基本モデル（伊藤 , 2009）  
 
第 5 項 自動思考を測定するツール  
 自動思考を測定するツールとして、わが国で開発された質問紙 DACS がある。
DACS は福井（1998）によって、抑うつと不安を引き起こす認知内容を測定する
ために作成された尺度である。50 項目からなる質問紙で、5 つの下位尺度に 10
項目ずつの質問があり、ここ 2、3 日間でどのように思っていたかを「全くそう
 
出来事  
認知  
(頭に浮かぶ考えや
イメージ) 
身体  
行動  
(外から見てわかる
動作や振る舞い) 
気分  
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思っていなかった」「あまりそう思っていなかった」「どちらともいえない」「かな
りそう思っていた」「非常にそう思っていた」の 5 段階から答える仕組みになっ
ている。5 つの下位尺度の Cronbach のα係数は 0.887～0.945 であることから内
的整合性は高く、信頼性が高いことが示されている。下位尺度の内容は、「私はこ
の先嬉しいことがないだろう」等の自分の将来に対しての否定的な思考からなる
「将来否定」、「私はこの先大きな失敗を犯すだろう」等のこれから起こるかもし
れない脅威を予測する思考からなる「脅威予測」、「私には才能がない」等の自己
に対する否定的な思考からなる「自己否定」、「私は人に嫌われている」等の過去
から現在の経験を否定的に評価する思考からなる「過去否定」、「人間関係がうま
くいかないのはとても恐ろしい」等の対人関係に対して脅威的に評価する思考か
らなる「対人関係脅威度」という構成になっており、福井（1998）によって共分
散構造分析を用いて図 2 のモデルが構築されている。このモデルでは以下のこと
が説明されている。  
まず、抑うつに関しては、「自己否定」と「過去否定」という自分や過去に対す
る否定的な自動思考が「将来否定」の自動思考を生じさせ、そして「将来否定」
の自動思考が抑うつ気分を引き起こしている。また、不安に関しては「過去否定」
と「対人関係脅威度」という過去に対する否定的な自動思考と人間関係がうまく
いかない事を恐れる自動思考が、この先の人間関係でもうまくいかないことが起
こるだろうという「脅威予測」の自動思考を生じさせ、そして「脅威予測」の自
動思考が不安気分を引き起こすとしている。また、抑うつ気分も不安気分を引き
起こすことが示されている。これらは、図 1 の認知行動療法の基本モデルで示さ
れている「認知」と「気分」の関係をより詳細に説明したモデルといえるだろう。  
 
 
   自己否定  
                将来否定       抑うつ気分  
   過去否定  
               脅威予測       不安気分  
対人関係脅威度  
 
図 2 抑うつと不安の認知行動モデル (福井・坂野 , 1998 より一部改変 ) 
 
このように、DACS は、自動思考の内容が下位尺度として分類され、更に抑う
つと不安気分を含めた下位尺度間での因果関係のモデルを構築していることから、
自動思考の強さやその内容を詳細に分析する用途に適している質問紙と考えられ
る。  
 尺度の選定については、本研究ではメンタルヘルス不調からの復職後、うまく
再適応を果たし、再休職や退職することなく就業を継続できるための要因を検討
することを目的としていることから、個人内要因として扱う自動思考に関しても
自動思考 (DACS) 
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詳細に分析できることが求められたため、下位尺度も統計的に信頼性が確認され
ている DACS が選定された。また、図 2 の抑うつと不安の認知行動モデルは結
果の解釈に有効に用いることができると考えられた。  
 また、本国の自動思考に関する研究では自動思考質問紙 ATQ-R（Hollon et al., 
1980）が比較的多く使われているが、以下の 2 点の理由において、本研究では
DACS を使用することとした。まず、ATQ-R は「否定的な自動思考」と「肯定的
自動思考」2 因子構造となっており、否定的な自動思考が内容毎に 5 つの下位尺
度に分類されている DACS の方が、研究結果をメンタルヘルス対策に還元する際
に対処策が考慮しやすいと考えたためである。次に、ATQ-R の日本語訳はいくつ
かの研究でなされ、信頼性や妥当性が検討されているが (児玉ら , 1994; 坂本ら ,  
2004; 義田ら , 2007)、元の項目の作成は海外でなされており、思考に関しては文
化差による影響があると考えたため、わが国で開発された DACS の方がより被験
者の体験する自動思考に近いと考えたためである。  
 
第 2 節 目的・仮説  
上述してきたように、うつ病等による休職者の増加は職場での大きな問題とな
っているが、復職時の受け入れ体制や復職後のサポート体制は万全とは言い難く、
一度は休職を果たすものの、再休職をしてしまうケースも少なからず存在するよ
うである。復職後の再発予防は職場メンタルヘルス対策における重要な課題だと
いえるが、現在わが国での復職後の予後に影響を与える要因に関する研究は多い
とはいえず、また研究によってその要因について様々な報告がなされており、共
通した要因は現時点では見出されていない。  
そこで本研究では、うつ病等による休職からの復職時の心理状態や、復職後に
おける職場でのサポート要因や否定的な自動思考を含む個人要因を検討し、継続
して就業できるための要因を見いだすことを目的とした。先行研究では休職者の
年齢や性別、発症要因や職種など、その要因を本人の属性から検討していること
が多いが、本研究の特色として、本人の属性に加え復職前後で職場から受けたサ
ポートや心理テストの結果も検討要因に含めることによって、これまでの研究で
は報告されなかった要因についても探究を進めた。  
本研究の仮説は以下の通りである。まず、否定的な自動思考の軽減は復職後継
続して就業できるための要因の 1 つであると考えられる。また、先行研究で示さ
れているように、個人の属性などによる要因や、職場からのサポートを多く受け
ていることが継続した就業に寄与すると考えられる。  
 
第 3 節 調査協力機関について  
 本研究では EAP 機関にて実施されている復職支援プログラムの参加者や修了
者に調査を依頼した。当該プログラムは、精神機能の向上、対人関係能力の改善、
作業能力の改善をはかり、よりスムーズな職場復帰、職場適応と就労の継続を目
的として、以下のカリキュラムが実施されている。  
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 カリキュラムはプログラム参加直後のウォーミングアップグループと、より復
職に近いグループの 2 グループがあり、プログラム開始時はウォーミングアップ
グループに参加し、本人の意志やスタッフの判断を経てより復職に近いグループ
に移行できるように設定されている。ウォーミングアップグループでは、「グルー
プミーティング」「生活習慣チェック」「リラクゼーション」のカリキュラムが組
まれ、規則正しい生活習慣作りに重点が置かれている。より復職に近いグループ
では、1 クール 2.5 ヶ月の期間で、「ストレスマネジメント」「ボディワーク」「キ
ャリアセミナー」「アサーショントレーニング」「認知行動療法」「リラクゼーショ
ン」等の、対人関係能力の改善や、ストレス耐性の向上に重点が置かれたカリキ
ュラムが組まれている。  
 そして、プログラムの参加と並行して復職への手続きは進められ、復職の決定
をもってプログラムは修了する流れとなっている。復職の判定に関して、最終的
な決定は職場の産業医と人事スタッフなどが判断することになるが、月に 1 回、
当プログラムで作成された「復職準備性自己評価シート」を実施しており、自分
自身の状態を確認できる機会が設けられている。また、プログラムの進捗を通し
て得られた情報を本人にフィードバックし、復職に望ましい状態か相談対応を実
施しており、復職の時期は慎重に決定されているといえるだろう。  
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第 2 章 研究Ⅰ  
第 1 節 目的  
 復職支援プログラム参加者に対して、休職中の回復期にあると想定されるプロ
グラム開始時の群（以下 , 開始群と略記）と、復職を直前に控えもっとも精神的
健康状態が回復しているであろう修了時の群（以下 ,  修了群と略記）に心理テス
トを実施することによって、復職支援プログラム開始時と修了時で、抑うつまた
は不安の状態に加え否定的な自動思考の強弱に差があるか検討することを目的と
した。また、心理テスト同士の関係を調べ、否定的な自動思考と抑うつ状態や不
安状態の関連を検討することも目的とした。  
 
第 2 節 方法  
 2010 年 3 月～2010 年 11 月の期間中に復職支援プログラムに新規参加、または
修了したプログラム利用者に、プログラム新規開始時、またはプログラム修了時
に心理テストを実施した。使用した心理テストは DACS、うつ状態自己評価尺度
CES-D、状態 -特性不安検査 STAI である。期間中のテスト実施件数は開始群が
28 件、修了群が 14 件であった。その中から、データに欠損のある 3 名を除き、
開始時群 25 名、修了群 14 名を分析対象とした。なお、7 名が開始群と修了群の
両方に重複しているが、開始群のデータと修了群のデータは別集団として扱った。
開始群は男性 22 名（平均年齢 42.4 歳 , SD=7.6）、女性 3 名（平均年齢 39.3 歳 , 
SD=7.2）、修了群は男性 14 名（平均年齢 44.7 歳 , SD=7.6）、女性 0 名であった。 
 データの分析は、まず各心理テストの結果について、開始群と修了群の得点に
ついて t検定を行った。これは、開始群に比べ復職直前の修了群の方が抑うつや不
安、否定的な自動思考が改善しているであろうと考え、それを検証する目的で行
った。また、開始群と修了群それぞれの心理テスト間で、Pearsonの相関係数（ r）
を算出した。これは信頼性・妥当性の高い既存の心理テストとDACSの下位尺度と
の関係を明らかにすることを目的として行った。  
 
第 3 節 結果・考察  
参加群と修了群の各心理テストの平均点および t 検定の結果の結果を表 1 に示
す。CES-D の得点のみ Levene の等分散性検定の結果が有意であったため、Welch
の方法で t 検定を行った。その他の尺度は Levene の等分散性検定の結果が有意
ではなかったため、得点の分布が等分散していることを仮定して通常の方法で t
検定を行った。  
 t 検定の結果、DACS は「DACS 総得点」「将来否定」「自己否定」「対人脅威度」
の得点が修了群の方が有意に低く（すべて p<.05）、修了群の方が自動思考が軽減
していることが示された。また、有意差の認められなかった「脅威予測」「過去否
定」の尺度についても、どちらも開始群より修了群の方が平均点が低く、DACS
11 
 
のすべての尺度で参加群よりも修了群の方が得点が低かった。  
また、CES-D の平均点は修了群の方が有意に低く（p<.01）、プログラム開始群
に比べ修了群の方が抑うつ状態がより改善されていることが示された。STAI は
下位尺度である特性不安と状態不安それぞれについて t 検定を行った。その結果、
特性不安と状態不安共に修了群の方が有意に平均点が低く（共に p<.05）、開始群
に比べ修了群の方がより低い不安状態にあり、不安を感じやすい特性にも影響が
あることが示された。  
 
表 1 開始群・修了群における心理テスト結果平均点の差  
 開始群  修了群  t 値  
N 25 14  
DACS 
DACS 総得点  
（SD）  
136.9 
（32.7）  
110.5 
（30.8）  
2.46* 
将来否定  
（SD）  
23.2 
（8.1）  
17.7 
（6.9）  
2.12* 
脅威予測  
（SD）  
29.9 
（8.0）  
26.3 
（6.4）  
1.46 
自己否定  
（SD）  
28.1 
（7.3）  
21.9 
（8.3）  
2.42* 
過去否定  
（SD）  
21.3 
（6.8）  
17.7 
（6.0）  
1.65 
対人脅威度  
（SD）  
34.4 
（10.0）  
26.9 
（9.5）  
2.28* 
CES-D 
（SD）  
 
 
15.6 
（9.3）  
6.7 
（5.8）  
3.67** 
STAI 
特性不安  
（SD）  
48.1 
（10.3）  
39.8 
（12.8）  
2.22* 
状態不安  
（SD）  
45.6 
（9.1）  
38.4 
（9.8）  
2.34* 
*…p<.05 **…p<.01   
 
これらの結果から、開始群に比べ修了群の方が抑うつ状態、特性不安と状態不
安すべてにおいて軽減した状態にあることが示された。また、修了群は DACS の
総得点が有意に低いことから、否定的な自動思考が軽いことが示された。更に
DACS の下位尺度の中でも「将来否定」「自己否定」「対人脅威度」の自動思考は
修了群の方が有意に軽減していることが示された。この結果を、Beck（1976）の
いう抑うつ認知の 3 大領域（ cognitive triad）である自己・世界・未来と照らし
合わせると「自己否定」「将来否定」の下位尺度がそれに一致していた。また、抑
うつ状態が軽減した状態にある修了群が「自己否定」「将来否定」の自動思考も軽
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減した状態にあることから、Beck の抑うつ理論に概ね合致した結果となった。  
 
表 2 開始群における心理テストの相関分析結果 (N=25) 
 DACS 
 DACS 
総得点  
将来否定  脅威予測  自己否定  過去否定  対人  
脅威度  
DACS 
DACS 総得点    ―       
将来否定  .85**   ―      
脅威予測  .74** .60**   ―     
自己否定  .73** .59** .21   ―    
過去否定  .91** .79** .69** .63**   ―   
対人脅威度  .83** .53** .52** .59** .65**   ―  
CES-D  .44* .26 .21 .47* .43* .44* 
STAI 
特性不安  .47* .34 .21 .49* .48* .39 
状態不安  .42* .19 .31 .32 .39 .47* 
*…p<.05 **…p<.01 
 
表 2 開始群における心理テストの相関分析結果 (N=25)（続き）  
 CES-D STAI 
  特性不安  状態不安  
DACS 
DACS 総得点     
将来否定     
脅威予測     
自己否定     
過去否定     
対人脅威度     
CES-D  ―    
STAI 
特性不安  .80** ―   
状態不安  .74** .83** ―  
*…p<.05 **…p<.01 
 
次に心理テストの結果を、開始群・修了群それぞれの群で相関分析を行った。
開始群における相関分析の結果を表 2、修了群を表 3 に記載した。  
まず、開始群において、DACS 総得点は CES-D（抑うつ）と中程度の相関関係
にあることが示された（ r＝ .44, p<.05）。また、DACS 総得点は特性不安や状態
不安と中程度の相関関係にあることが示された（ r＝ .47; r＝ .42, いずれも p<.05）。
DACS の下位尺度においては、「自己否定」「過去否定」「対人脅威度」は抑うつと
中程度の相関関係にあることが示された（ r=.47; r=.43; r=.44, いずれも p<.05）。
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また、「自己否定」「過去否定」は特性不安と中程度の相関にあることが（ r=.49; 
r=.48, いずれも p<.05）、「対人脅威度」は状態不安と中程度の相関関係にあるこ
とが示された（ r＝ .47, p<.05）。抑うつ・特性不安・状態不安の間には強い相関
関係が示された（ r=.74～ .83, いずれも p<.01）。  
 
表 3 修了群における心理テストの相関分析結果 (N=14) 
 DACS 
 DACS 
総得点  
将来否定  脅威予測  自己否定  過去否定  対人  
脅威度  
DACS 
DACS 総得点    ―       
将来否定  .77**   ―      
脅威予測  .94** .59*   ―     
自己否定  .88** .65* .81**   ―    
過去否定  .67** .34 .68** .51   ―   
対人脅威度  .86** .59* .81** .66* .38   ―  
CES-D  .81** .60* .80** .83* .64* .53 
STAI 
特性不安  .83** .75** .75** .84** .62* .53 
状態不安  .85** .78** .74** .80** .65* .57* 
*…p<.05 **…p<.01  
 
表 3 修了群における心理テストの相関分析結果 (N=14)（続き）  
 CES-D STAI 
  特性不安  状態不安  
DACS 
DACS 総得点     
将来否定     
脅威予測     
自己否定     
過去否定     
対人脅威度     
CES-D  ―    
STAI 
特性不安  .89** ―   
状態不安  .85** .96** ―  
*…p<.05 **…p<.01  
 
修了群では、DACS 総得点は抑うつと強い相関関係にあることが示された（ r
＝ .81, p<.01）。また、DACS 総得点は特性不安や状態不安と強い相関関係にある
ことが示された（ r＝ .83; r＝ .85, いずれも p<.01）。DACS の下位尺度においては、
「脅威予測」は抑うつと強い相関関係にあることが（ r＝ .80, p<.01）、「将来否定」
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「自己否定」「過去否定」は抑うつと中程度から強い相関関係にあることが示され
た（ r=.53～ .83, いずれも p<.05）。また、「将来否定」「脅威予測」「自己否定」は
特性不安と強い相関関係にあることが（ r=.75～ .84, いずれも p<.01）、「過去否定」
は特性不安と中程度の相関関係にあることが示された（ r＝ .44, p<.05）。そして、
「将来否定」「脅威予測」「自己否定」は状態不安と強い相関関係にあることが
（ r=.74～ .80, いずれも p<.01）、「過去否定」「対人脅威度」は状態不安と中程度
の相関関係にあることが示された（ r＝ .65; r＝ .57, いずれも p<.05）。抑うつ・特
性不安・状態不安の間には、開始群と同様に強い相関関係にあることが示された
（ r=.85～ .96, いずれも p<.01）。  
開始群、修了群の相関分析の結果は以下の通りである。DACS 総得点は、開始
群では抑うつ、特性不安・状態不安とそれぞれ中程度の相関関係にあり、修了群
でも同じく抑うつ、特性不安・状態不安とそれぞれ強い相関関係にあった。開始
群と修了群どちらにおいても、自動思考は抑うつや不安と正の相関関係であった。
また、DACS の下位尺度においては、開始群･修了群で共通して抑うつと相関関係
が認められたのは、「自己否定」「過去否定」であった。同様に両群に共通して特
性不安と相関関係が認められたのは「自己否定」「過去否定」、共通して状態不安
と相関関係が認められたのは「対人脅威度」であった。また、自動思考と抑うつ
や不安との相関関係は開始群より修了群のほうが強かった。これらから、DACS
で測定される否定的な自動思考は、既存の抑うつや不安尺度との関連性があるこ
とが示された。そして、否定的な自動思考が抑うつや不安と関係していることは
序章で挙げた図 1 の認知行動療法のモデルを支持する結果といえるだろう。また、
修了群の方が自動思考と抑うつや不安との相関関係が強く示されたことは、修了
群の方がより精神症状が改善し、自分の状態を客観的にモニターできる状態にな
った結果ではないかと考えられた。  
以上の結果より、福井ら（1998）の認知行動モデルが示唆するように、自動思
考と抑うつや不安が関係していることが確認された。また、研究Ⅰでは休職期間
中の職場からのサポートについては検討していないが、復職に個人の心理状態の
改善が関係していることを示しており、復職後の再発予防にも個人の心理状態は
関係していることが予測された。  
次章では復職支援プログラムの修了者に、復職後の就業状況や職場から受けた
サポートの調査、質問紙 DACS を実施することで、復職後に就業継続できるため
の要因を具体的に検討することとした。  
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第 3 章 研究Ⅱ  
第 1 節 目的  
 メンタルヘルス不調による休職からの復職後、継続して就業できるための要因
を、職場からのサポートと本人の個人要因の両側面から検討することを目的とし
た。  
 
第 2 節 方法  
 2004 年 9 月～2010 年 6 月までに復職支援プログラムを修了し、復職した 155
名中、連絡先不明の 27 名を除く 128 名へフォローアップアンケートと質問紙
DACS による調査を行った。フォローアップアンケートの質問項目は以下の通り
である。  
①復職支援プログラム修了後の勤務状況  
②症状再燃の有無とその理由  
③復職前後の職場での配慮について  
④通院・服薬の状況  
⑤復職直後と現在の業務遂行レベル  
⑥休職についての捉え方  
 
表 4 追跡アンケート結果における適応群と非適応群の内訳  
 N 内訳・補足  
アンケート対象者  128 回答者 54（回収率 42.2%）  
適応群  31 （平均就業継続日数 742.2 日  SD=435.4）  
非適応群  10 
現在、再休職中  2 
再休職の後、現在は就業中  5 
退職し、その後再就職なし  3 
その他  13 
就業継続期間 6 ヶ月未満  12 
プログラム途中離脱  1 
 
 
郵送もしくはメールにて回答の得られた 54 名のうち、当プログラム修了後 6
ヶ月以上が経過し現在も就業を継続している 31 名を適応群、復職後に一度でも
再休職もしくは退職した 10 名を非適応群とし、分析の対象とした。適応群と非
適応群を合わせた 41 名の復職後からアンケート回答時までの観察期間は 185 日
から 2065 日（平均 844.6 日 , SD=492.4）であった。適応群 31 名の復職継続日数
は 183 日から 1836 日（平均 742.2 日 , SD＝435.4）であった。また、非適応群の
中の 5 名は再休職の後復職し、現在就業中である。5 名の直近の復職から現在ま
での就業継続期間は月単位での回答を求めたため、正確な日数は把握できていな
いが、半年未満が 2 名、残り 3 名は 1 年以上という分布になっており、平均する
とおおよそ 12.2 ヶ月であった。その他は就業を継続しているものの、就業継続期
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間が 6 ヶ月未満にある人数が 12 名、プログラム参加中に退職した人数が１名で
あった（表 4）。また、適応群・非適応群のアンケート結果において、一部の回答
にのみ未回答や無効回答があったものは、その部分以外の回答を分析対象とした。 
分析方法は、職場サポートの有無に関する分析では、データ数が少なくχ²検定
が使用できなかったため、Fisher の正確確率検定を行った。また、年齢・休職回
数・休職日数・復職支援プログラム参加日数や、業務遂行レベルと DACS の結果
の分析には t 検定を行った。これらの分析は適応群と非適応群において復職前後
に受けていた職場からのサポートに差がないか、また年齢や休職回数などの属性
や業務遂行レベルや否定的な自動思考の強弱に差がないか確認するために行った。 
 
第 3 節 結果・考察  
適応群 31 名と非適応群 10 名において性別、年齢、診断名、復職支援プログラ
ム参加時の休職回数（以下 , 休職回数と略記）、休職日数、プログラムの参加日数、
およびアンケート回答の差について検討した。  
 
表 5 適応群と非適応群における属性の差  
 適応群  非適応群  p 
N 31 10  
性別  
男（%）  
女（%）  
26（83.9）  
5（16.1）  
10（100）  
0 
n.s. 
診断名  
気分障害（%）  22（71.0）  8（80.0）   
適応障害（%）  6（19.4）  1（10.0）   
その他（%）  3（9.7）  1（10.0）   
平均年齢（SD）  37.5（7.8）  36.8（7.6）  n.s. 
平均休職回数（SD）  1.8（1.2）  2.8（2.3）  † 
平均休職日数（SD）  381.8（219.7）  383.7（278.9） n.s. 
平均プログラム参加日数（SD）  126.7（66.0）  132.0（50.5）  n.s. 
†…p<.10  
 
 まず、適応群・非適応群における属性の差を比較した（表 5）。平均年齢は、適
応群が 37.5 歳（SD=7.8）に対し非適応群が 36.8 歳（SD=7.6）、平均休職回数は、
適応群が 1.8 回（SD=1.2）に対し非適応群が 2.8 回（SD=2.3）、プログラム参加
日数は、適応群 126.7 日（SD=66.0）に対し非適応群が 132.0 日（SD=50.5）で
あった。これら日数や回数の差を比較するため、それぞれの項目において t 検定
を行ったところ、いずれも有意差は認められなかったが、平均休職回数において
は非適応群の方が休職回数の多い傾向（p<.10）が認められた。  
また、性別は、適応群が男性 36 名、女性 7 名に対し非適応群が男性 10 名、女
性 0 名であった。適応群と非適応群において性差の割合に差がないか確認するた
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め Fisher の正確確率検定を行ったところ有意差は得られなかった。  
診断名は主治医の診断を元に「気分障害」「適応障害」「その他」のいずれかに
分類した。適応群では「気分障害」が 22 人、「適応障害」が 6 人、「その他」が 3
人、非適応群においては「気分障害」が 8 人、「適応障害」が 1 人、「その他」が
1 人であった。「その他」の内訳は身体表現性障害が 1 名、心因反応が 1 名、診断
未確定が 2 名であった。診断名については適応群・非適応群共にうつ病の人数が
一番多く、第 1 章で述べた先行研究と同様の結果であった。  
 
表 6 適応群と非適応群における追跡アンケート結果の差  
  適応群（％）  非適応群（％）  p 
N 31 10   
休職期間中の試し出勤  
あり 20（64.5）  6（60.0）  n.s. 
なし 11（35.5）  4（40.0）  
残業の禁止  
あり 28（90.3）  10（100）  n.s. 
なし 3（9.7）  0 
上司との面談  
（復職～復職 3 ヶ月）  
あり 24（77.4）  8（80.0）  n.s. 
なし 7（22.6）  2（20.0）  
上司との面談  
（復職 3 ヶ月～半年）  
あり 17（54.8）  2（22.2）  n.s. 
なし 14（45.2）  7（77.8）  
産業保健スタッフとの面談  
（復職～復職 3 ヶ月）  
あり 24（80.0）  6（60.0）  n.s. 
なし 6（20.0）  4（40.0）  
産業保健スタッフとの面談  
（復職 3 ヶ月～半年）  
あり 19（63.3）  2（22.2）  † 
なし 11（36.7）  7（77.8）  
人事スタッフとの面談  
（復職～復職 3 ヶ月）  
あり 16（51.6）  2（20.0）  n.s. 
なし 15（48.4）  8（80.0）  
人事スタッフとの面談  
（復職 3 ヶ月～半年）  
あり 8（25.8）  0 n.s. 
なし 23（74.2）  9（100）  
産業保健スタッフ・人事スタ
ッフのいずれか、又は両方と
の面談（復職～復職 3 ヶ月）  
あり 26（86.7）  6（60.0）  n.s. 
なし 4（13.3）  4（40.0）  
産業保健スタッフ・人事スタ
ッフのいずれか、又は両方と
の面談（復職 3 ヶ月～半年）  
あり 21（70.0）  2（22.2）  * 
なし 9（30.0）  7（77.8）  
†…p<.10 *…p<.05  
 
次に追跡アンケートの質問項目の中から、復職前後の職場での配慮の有無を比
較した（表 6）。復職前後の業務上の配慮については、「休職期間中の試し出勤」・
「残業の禁止」の有無、復職後の人的サポートについては、「上司」・「産業保健ス
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タッフ」・「人事スタッフ」との面談を、それぞれについて復職後 3 ヶ月間と、復
職後 3 ヶ月から半年の期間における有無別に分けた。そして、それぞれの項目に
おいて、復職前後の業務上の配慮や人的サポートによって、その後の就業状況に
差が生じるかを確認するために検定を行った。検定方法は、対象人数が少なくχ²
検定が適応できなかったため、Fisher の正確確率検定を用いた。結果、それぞれ
の項目で有意差は認められなかったが、「産業保健スタッフ」との復職後 3 ヶ月
から半年の期間での面談は、適応群の方が面談を受けているものが多い傾向
（p<.10）がみられた。また、有意差は認められなかったが、それぞれのサポー
トがあったとするものの割合は、「残業の禁止」と「復職後 3 ヶ月間における上
司との面談」では非適応群の方が高いが、その他の項目については、すべて適応
群の方でサポートがあったとするものの割合が高く、適応群の方が復職前後に職
場での配慮を多く受けていたことが示唆された。  
更に人的サポートについて詳細に分析するため、復職後 3 ヶ月間と、復職後 3
ヶ月から半年の期間それぞれついて、「上司」・「産業保健スタッフ」・「人事スタッ
フ」の 3 つのサポート資源のうち、2 つのサポート資源のいずれか又は両方との
面談があった群と、いずれからの面談もなかった群に分け、適応群と非適応群に
おいてその割合の差を検討した。具体的には、「上司か産業保健スタッフ」・「上司
か人事スタッフ」・「産業保健スタッフか人事スタッフ」の 3 通りの組み合わせに
おいて、いずれか又は両方との面談の有無で分け検定を行った。検定方法は、人
数が少なくχ²検定が適応できなかったため、Fisher の正確確率検定を用いた。
その結果、復職後 3 ヶ月から半年の期間における「産業保健スタッフか人事スタ
ッフ」のいずれか又は両方との面談があったとするものの割合は、適応群で 21
名（適応群全体の 70.0%）、非適応群で 2 名（非適応群全体の 22.2％）であり、
適応群の方が面談を受けた人数の割合が有意に多かった（p<.05）。人数の詳細は
表 6 の末行に記す。その他の組み合わせでは有意差は認められなかった。  
 次に追跡アンケートの質問項目の中から、復職直後・現在における業務遂行レ
ベルの自己評定得点と質問紙DACSの結果について検討した。業務遂行レベルを
問う質問では「あなたと同じ業務において、最高のパフォーマンスを発揮してい
る方を10、最低を0とするとあなたご自身の業務遂行レベルは、どのくらいだと思
いますか」という質問に対し、復職直後と現在について回答を求めた。なお、現
在の業務遂行レベルはアンケート回答時に休職中もしくは未就業の場合は回答を
求めなかった。DACSは全体の得点と下位尺度ごとの得点を比較した。回答者に
よってDACSの質問項目の一部に未回答や無効な回答があった場合は、総得点と
未回答や無効な回答が含まれる下位尺度は分析対象から除き、その他の下位尺度
のみを分析対象とした。これはDACSの各下位尺度はCronbachのα係数が0.887
～0.945であることが示されているため（福井 , 1998）、下位尺度毎の比較が可能
と判断したためである。  
適応群と非適応群における自己評定の業務遂行レベルや、DACSの得点の t検定
の結果を表7に示す。上述のように、業務遂行レベルについては就業継続中の場合
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のみに回答を求めたので、非適応群の人数が5名と非常に少なくなったため、検定
は行わなかった。t検定の結果、有意差が認められた尺度はなかったが、適応群の
方が復職直後の業務遂行レベルの得点が高く、「自己否定」の得点が低い傾向がみ
られた（共にp<.10）。つまり、適応群の方が復職直後の業務遂行能力を高く自己
評定し、自己否定的な自動思考が軽い傾向が示唆されたといえる。また、現在の
業務遂行能力の自己評定に関しても適応群の方が平均点が高く、復職直後と現在
どちらにおいても、適応群の方が自身の業務遂行能力を高く評価している可能性
が示唆された。「自己否定」以外のDACSの得点に関しては、有意差や有意傾向は
みられなかったが適応群と非適応群の平均点を比較すると、「DACS総得点」「将
来否定」「対人脅威度」は適応群の方が低いが、「脅威予測」「過去否定」にお
いては適応群の方が高かった。  
 
表 7 適応群と非適応群における業務遂行レベルと DACS の平均点の差  
 適応群  非適応群  t 値  
N 31 10  
復職直後の業務遂行レベル（SD） 4.1（ 2.1）  2.6（ 1.8）  1.99† 
現在の業務遂行レベル（SD）  7.4（ 2.0）  4.8（ 2.6）  －  
DACS 
DACS 総得点（SD）  123.7（ 39.3）  131.3（ 43.5）  - .52 
将来否定（SD）  21.5（ 10.2）  23.9（ 12.1）  - .61 
脅威予測（SD）  28.3（ 9.7）  26.8（ 12.0）  .41 
自己否定（SD）  22.2（ 8.8）  28.0（ 9.8）  -1.78† 
過去否定（SD）  21.0（ 7.7）  20.3（ 8.6）  .24 
対人脅威度（SD）  29.0（ 9.5）  32.3（ 11.8）  - .89 
†…p<.10 *…p<.05   
 
以上の結果より、メンタルヘルス不調による休職からの復職後、継続して働き
続けるためのいくつかの要因が示唆された。まず、両群の属性の比較では、適応
群の方が平均休職回数の少ない傾向がみられた。特に今回の調査では、復職支援
プログラム参加時が 2 回目以降の休職だったものは、復職後継続して 6 ヶ月以上
の就業を続けている人数が 21 名中 13 名（61.9%）であったのに対し、初回休職
だったものは、20 名中 18 名（90%）が継続して 6 ヶ月以上の就業を続けており、
初回休職者は予後が良好な割合が高かった。次に復職前後の職場でのサポートで
は、復職後 3 ヶ月～半年の期間における産業保健スタッフか人事スタッフとの面
談によるサポートを受けている人数は適応群で 30 名中 21 名（70%）、非適応群
で 9 名中 2 名（22.2%）であり、適応群の方が有意に多く受けていることが示さ
れた。ここから専門的スキルを持ったスタッフとの面談を復職後 3 ヶ月を経過し
ても継続的に行われることが、復職後の適応状態に良い影響を与えることが示唆
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された。ただし今回の調査では復職後半年以降の人的サポートについては確認し
ていないため、より長期的な就業継続に結びつくサポートに関しては今後の研究
が期待される。  
 また、適応群の方が復職直後の業務遂行レベルの自己評定が高い傾向がみられ
た。島ら（2004）は病状の回復と業務遂行能力の回復は必ずしも相関しないこと
を指摘しており、今回の調査結果と合わせて考えると、復職のタイミングは精神
症状の回復だけでなく、業務遂行レベルの向上も考慮する必要性があるといえる
だろう。また、現在の業務遂行レベルについても、検定は行っていないが適応群
の平均点の方が高かった。  
 質問紙 DACS については、適応群の方が「自己否定」の自動思考が軽い傾向が
示唆された。その他の尺度に関しては適応群と非適応群の間に有意な差・傾向は
確認できなかった。自己否定尺度は「私には才能がない」「私はだめな人間だ」等
の自己を否定的に捉えている思考である。ここから、自己否定的な思考に陥りや
すい考え方の変革を促すことができれば、復職後の再休職や退職の予防につなが
る可能性が示唆された。しかし、今回の調査ではアンケート回答時の自動思考を
測定しているので、再休職や退職などのライフイベントが自己否定的な自動思考
を高めていた可能性もあり、今後のサポートが必要と思われる。DACS 総得点や
「自己否定」以外の下位尺度では有意差はみられなかったことから、復職プログ
ラム修了後、半年以上継続して就業を継続している適応群にも、就業は継続でき
ているものの非適応群と同じくらい否定的な自動思考が強い状態のものがいるこ
とが考えられた。  
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第 4 章 総合考察  
第 1 節 本研究の限界・問題点  
 総合考察に入る前に本研究の限界・問題点について述べたい。本研究では以下
の問題が考えられよう  
 本研究では適応群の定義について、島ら（2004）を参考にし、適応群を“復職
支援プログラム修了後、復職して 6 ヶ月経過し、再休職など無く就業を継続して
いるもの”とした。しかし、非適応群に関しては、独自に“復職支援プログラム
を修了してからの復職後、1 度以上の再休職、または退職を経験したもの”と定
義した。その結果、非適応群の中には復職支援プログラムを経て復職した後再休
職を体験するものの、現在は復職し長期間就業を継続しているものも含まれた。
この定義では、復職後に受けたサポートの影響について検討するには適している
が、復職直後の業務遂行レベルについて自己評定した際に、現在も休職中や未就
業のものは客観的事実より否定的な評価をする可能性があると思われる。また、
非適応群の中でも現在就業継続中のものは適応群に近い心理状態にある可能性が
考えられ、現在の自動思考の状態を測定する DACS では、根底にある特性まで測
定することはできなかったのかもしれない。結果の解釈には上記の点を踏まえた
上で行う必要があるだろう。  
 
第 2 節 本研究のまとめ  
本研究ではメンタルヘルス不調による休職から復職後、再休職や退職せず継続
して就業できる要因を検討した。要因は大きく分けて休職者本人の個人要因と復
職前後の職場からのサポートの 2 要因を考えた。個人要因としては年齢・性別や
休職回数・休職日数などの属性に加え、抑うつや不安、自動思考などの心理的な
要因、また自己評定の業務遂行レベルについても検討した。職場からのサポート
は休職期間中の試し出勤や残業の禁止などの復職前後の配慮、復職後の職場スタ
ッフとの面談の有無について検討した。  
研究Ⅰでは復職支援プログラムの開始時と修了時に心理テストを実施し、その
差を検討した。結果、プログラム開始時よりも修了時の方が、抑うつや不安、自
動思考ともに改善していることが確認された。また、自動思考は抑うつ、不安の
どちらとも正の相関関係にあることが確認された。復職支援プログラムの効果測
定を実施した北川ら（ 2008）の報告でも、プログラム前後で抑うつや自動思考、
その他の心理テストでも有意な改善が示されていた。またプログラム修了者の予
後は 16 名中 1 名のみが再休職したというものであった（平均観察期間 10.3 ヶ月 ,  
SD=6.9）。一方、観察期間も異なるため単純比較はできないが、島ら（2004）に
よってなされた企業における精神障害による休職のケースでは約 1/3 が不適応群
と報告されており、北川らの報告の復職者は比較的予後が良いと考えられる。本
研究でも復職後半年未満だが就業を継続している 12 名を適応群に含むと、43 名
が復職後、再休職することなく就業を継続している。非適応群も含めた全体の人
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数 53 名の内 43 名（81.1%）が就業を継続しており、また 43 名の観察期間は平
均 563.4 日（SD=471.7）と北川らの報告よりも長いことを考慮すると、復職支援
プログラム修了後の予後は比較的良好といえるだろう。ここから、精神症状の回
復は元より、北川らの報告や当復職支援プログラムでもカリキュラムに採用され
ている認知行動療法によって個人の認知が機能的になることは、予後を良好にす
る一因とではないかと考えられた。  
そこで研究Ⅱでは、復職支援プログラム修了者の復職後の就業状況と個人要
因・職場からのサポートに関係性がないか検討した。その結果、適応群では非適
応群に比べ、休職回数が少ない傾向がみられた。また、適応群の方が産業保健ス
タッフか人事スタッフからの面談を、復職後 3 ヶ月～半年の期間に有意に多く受
けていたことが認められた。その他の職場からのサポートの有無で有意差が認め
られたものはなかった。また、個人要因では復職直後の自己評定による業務遂行
レベルは、適応群の方が高い傾向がみられた。また DACS の下位尺度である「自
己否定」の自動思考についても、適応群の方が軽い傾向がみられた。  
研究Ⅰ・Ⅱの結果から、まず、復職をするためには抑うつや不安及び、自動思
考が軽減している必要があることが示唆された。そして、復職後に就業を継続し
続けるための要因としては、個人要因としては復職直後の業務遂行レベルが高い
ことが示唆され、復職のタイミングとして精神症状だけでなく、業務遂行レベル
の回復も視野に入れる必要性が示唆された。しかし、問題点として上述したよう
に、この評価はあくまで復職直後の自分を振り返って行った自己評定である点を
留意した上での解釈は必要と思われる。次に適応群の方が「自己否定」の自動思
考が軽い傾向がみられ、自己否定的な思考に陥りやすい認知様式が改善すれば、
就業継続につながる可能性が示唆された。  
職場からのサポートは、産業保健スタッフや人事スタッフなどの職場メンタル
ヘルスについての専門性が高いスタッフからの面談が継続して就業できる要因に
なり得ることが示唆された。特に復職後 3 ヶ月～半年の期間における面談の有無
があった方が継続して就業できる可能性が高いことが示された。この結果と同様
に、「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引」（厚生労働省 , 
2004 発表 /2009 改訂）でも、復職後のフォローアップに産業保健スタッフ等によ
る定期的又は随時の面談が必要と記述されている。しかし、同手引きではフォロ
ーアップの期間については、“病態や病状に応じて柔軟に定めることが望ましい”
と記されており、具体的な期間の目安については触れられていない。その点にお
いては、3 ヶ月から半年という一定の期間における産業保健スタッフや人事スタ
ッフとの面談が効果的である可能性を示唆できたことは、本研究の成果といえる
だろう。  
また、産業保健スタッフや人事スタッフの特性として、専門性の問題だけでな
く、自分の所属する現場に属さないスタッフである点が、安心して相談でき、ま
た社内事情にも精通しているというちょうど良い距離感なのかもしれない。筆者
の数年足らずではあるが、企業での就業経験から考察すると、 同じ部署の上司や
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同僚という相談相手は以下のような特性を持っていると思われる。一つには、相
談を受けることが本業ではない点である。そのため、相談したくても気が引けて
しまったり、又は相談している間、相手に負担を強いているのではないかと負い
目を感じる可能性があるだろう。二つ目として、同じ部署に属しているため、利
害関係などが生じるために相談しにくい点である。さらに相談者から情報が漏れ
てしまう可能性などを考えると、上司や同僚は安心して相談できる相手とはいい
難いと思われる。その点、部署外の専門スタッフであれば、業務として面談して
もらっている安心感から落ち着いてサポートを受けられる可能性は高いと思われ
る。この点で外部 EAP 機関などの社外資源は専門性・機密性の高さが期待でき
るが、利用には費用が必要なことや社内事情には疎いというデメリットもあるた
め、社内資源からのサポートとバランスよく活用することが望まれる。  
以上の点が本研究から得られた復職後に継続して就業するための要因である。
先行研究と比較すると、適応群の方がプログラム参加時の休職回数が少ない傾向
がみられた点は、川上ら（1987）による休職回数が多いと適応状態が悪くなると
いう報告に概ね一致したものとなった。しかし性別による差（遠藤ら , 2009）や
年齢による差（島ら ,  2004）は今回の調査では認められなかった。今後の展望と
しては、問題点で述べた適応群と非適応群の定義について再考する必要があるか
もしれない。また、DACS の実施について、休職中や未就業の場合は在職時のこ
とに限定するなどの工夫があった方が、より実際的な情報が得られていたかもし
れない。もしくは、序章で述べたように、否定的自動思考の背景にあるスキーマ
の修正が再発率の低下につながる事から、実施する心理テストはスキーマを測定
する尺度を使った方が再発の予防を検討する目的に即しているかもしれない。  
現在、復職後に継続して就業するための要因は、本研究も含め研究によって様々
な情報が散見している状態である。今後多くの情報が集約され復職後のサポート
について、体系的なモデル構築が望まれる。  
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要約  
 就労者のうつ病等による休職によって多くの労働力が失われており、メンタル
ヘルス対策は働く現場の早急の課題といえる。特にメンタルヘルス不調による休
職者の中には、複数回の休職を経験しているものも少なからず存在していること
から再発予防の重要性は高まっており、厚生労働省から発表された「心の健康問
題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」では復職後のフォローアップ
についても細かに記載されている。また、復職後の予後に関する研究も多くなさ
れており、再休職の誘因になりうる因子について様々な検討がされているが、統
一した見解は得られていないのが現状である。  
 そこで、本研究では復職後に継続して就業できるための要因を検討することを
目的とした。まず、復職支援プログラム参加者のプログラム開始時 25 名（平均
年齢 42.0 歳 , SD=7.5）とプログラム修了時 14 名（平均年齢 44.7 歳 , SD=7.6）の
心理検査の差を検討したところ、プログラム修了時の方が抑うつ・不安・自動思
考ともに改善していた。  
次に、復職支援プログラムの修了者に復職後の追跡調査を行った。結果の中か
ら、復職後に 6 ヶ月以上継続して就業している適応群 31 名（平均年齢 37.5 歳 , 
SD=7.8）と、復職後に再休職や退職を経験した非適応群 10 名（平均年齢 36.8 歳 ,  
SD=7.6）の属性、復職前後の職場からのサポート、心理検査結果を検討した。結
果、属性では適応群の方が復職支援プログラムに参加した時点での休職回数が少
ない傾向がみられた。職場からのサポートでは、適応群の方が復職後 3 ヶ月から
半年の期間において、産業保健スタッフや人事スタッフなどの専門スタッフから
の面談を多く受けている事が認められた。心理検査結果において適応群と非適応
群の間に有意な差は認められなかったが、適応群の方が復職直後の業務遂行レベ
ルの自己評定が高い傾向、自動思考の中でも自己否定的な自動思考が軽い傾向が
みられた。  
 ここから、復職後に継続して就業し続ける要因として、産業保健スタッフや人
事スタッフなどの専門性の高いスタッフからの面談が示された。また、就業継続
に繋がる可能性のある要因として、業務遂行レベルの回復した状態での復職が示
唆された。加えて、自己否定的な自動思考が発生しやすい認知様式が改善してい
れば、就業継続に繋がる可能性が示唆された。  
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フォローアップアンケート 
 
 
 
 
 
このアンケートは、復職支援プログラム修了者のフォローアップと効果評価研究への 
活用を目的としています。個人情報及びプライバシーの保護には万全を期することをお 
約束します。個人情報の取扱いについての詳細は、最終頁をご一読下さい。 
 
趣旨と内容に同意しご協力いただける方は、「同意する」の欄にチェックの上、 
日付と氏名をご記入ください。 
その後、次ページ以降の文章を読み、あてはまる項目の□にチェック、あてはまる 
数字に○、あるいは( )内に回答をご記入ください。 
いずれの項目も、差し支えのない範囲でお答えいただければ結構です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ご投函期限  2010年  月  日（ ） 
 
ご協力いただいた方には、全体のアンケート結果のお知らせと 
QUOカードを進呈いたします。 
             
 
上記内容に   □ 同意する  □ 同意しない 
 
       年   月   日 
 
氏名：                
医療法人あけぼの会 メンタルヘルスセンター 
関西福祉科学大学 EAP研究所 
（１）当会の復職支援プログラム修了後の勤務状況をお教え下さい 
(あてはまる項目にチェックをしてください)   
□１ヵ月以上の 
再休職をせずに 
勤務を継続 
している 
□精神症状の再燃 
で、１ヵ月以上の 
再休職をしたが、 
現在は勤務 
している 
□精神症状の再燃 
で、現在再休職 
している 
□退職し、 
再就職した 
□退職し、 
再就職して 
いない 
 
１ヵ月以上の再休職をした期間と精神症状の再燃       退職された時期とその理由について、 
の理由について、わかる範囲でご記入ください         ご記入下さい 
 
                            
 
 
 
 
   
 
（2）復職後、職場での配慮でどのようなものが、どのくらいの期間、頻度でありましたか 
 (あてはまる項目すべてにチェックをして、その期間や頻度にもチェックをしてください)   
□ 休職期間中の試し出勤 
□ 1週間以内   □ 1週間～1ヶ月   □ 1ヶ月以上 
□ 上記以外（            ） 
□ 残業の禁止 
□ 1ヶ月未満   □ 1ヶ月～3ヶ月   □ 3ヶ月以上 
□ 上記以外（            ） 
 
□ 上司との面談の機会 
※業務上の相談は除く 
 
復職～復職後 3ヶ月の間（おおよその頻度でお答えください） 
□ 1週間に1回  □ 2～3週間に1回   □ 1ヶ月に1回 
□ 上記以外（            ） 
復職後 3ヶ月～復職後半年の間（おおよその頻度でお答えください） 
□ 2～3週間に1回  □ 1ヶ月に1回   □ 2～3ヶ月に1回 
□ 面談無し       □ 上記以外（            ） 
□ 産業医や保健師との 
面談の機会 
復職～復職後 3ヶ月の間（おおよその頻度でお答えください） 
□ 1週間に1回  □ 2～3週間に1回   □ 1ヶ月に1回 
□ 上記以外（            ） 
復職後 3ヶ月～復職後半年の間（おおよその頻度でお答えください） 
□ 2～3週間に1回  □ 1ヶ月に1回   □ 2～3ヶ月に1回 
□ 面談無し      □ 上記以外（            ） 
□ 人事スタッフとの 
面談の機会 
復職～復職後 3ヶ月の間（おおよその頻度でお答えください） 
□ 1週間に1回  □ 2～3週間に1回   □ 1ヶ月に1回 
□ 上記以外（            ） 
復職後 3ヶ月～復職後半年の間（おおよその頻度でお答えください） 
□ 2～3週間に1回  □ 1ヶ月に1回   □ ２～3ヶ月に1回 
□ 面談無し      □ 上記以外（            ） 
□ その他（                                          ） 
期間：（   ）年(  )月 から（   ）ヵ月 
再燃の理由：  
 
期間：（   ）年(  )月 から（   ）ヵ月 
再燃の理由：  
 
時期： （   ）年（  ）月頃 
理由： □ キャリアアップ 
□ 職場や会社の不適合 
□ 精神症状の再燃 
再燃の理由 
 
 
□ その他(        ) 
（3）復職後、業務の量や内容での配慮があれば、具体的にご記入ください 
業務量の配慮  
例）担当範囲が狭くなった。 
業務内容の配慮 
例）外部との折衝業務がなくなった。 
 
（4）現在の通院や服薬状況についてお教えください   (あてはまる項目にチェックをしてください) 
  通院    □ 継続している   □医師の指示で終了した   □ 自分の判断で中断した  
  服薬    □ 医師の指示通りに服薬している   □ 医師の指示で終了した 
        □ 一部の薬のみ自分の判断で中断した □ すべての薬を自分の判断で中断した 
 
（5）復職直後・現在の、ご自分の業務遂行レベルはどのくらいだと思いますか 
あなたと同じ業務において、最高のパフォーマンスを発揮している方を１０、最低を 0とすると 
あなたご自身の業務遂行レベルは、どのくらいだと思いますか。 
復職直後は、                      （あてはまる数字を○で囲んでください） 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
 
現在は、                          
※現在再休職中の方、就業されていない方は空欄としてください    （あてはまる数字を○で囲んでください） 
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
 
（6）あなたにとって休職は、人生の中で意味のある経験となったと思いますか 
(あてはまる項目にチェックをしてください)   
□ そう思う                     □ そう思わない 
 
どのような理由で、意味のある経験となったと思いますか 
 
 
 
 
 
         あなたにとって休職とはどのようなものでしたか。自由にご記入下さい 
 
 
 
□ 自分への理解が深まった       □ 生き方について考え直すことが出来た 
□ 職業生活について考えることが出来た □ 価値観を見直すことが出来た 
□ 仕事とプライベートのバランスについて考えた  
□ その他（                           ）     
 
（7）下記の説明文を読んで、各質問に答えてください 
 ※以下の質問はご自身の考え方の特徴についてお尋ねするものです。（７）の質問のみ全体の集計とは別に、
採点結果とワンポイントアドバイスを個別にお返しいたしますので、お役立ていただければ幸いです。 
この 2～3日間のあなたの考えでは、以下にあげるそれぞれの項目についてどのように思っていたでしょうか。
「1.全くそう思っていなかった」から「5.非常にそう思っていた」までの 5 段階のうちで最もよくあてはま
る数字に○をつけて下さい。必ず全ての項目に回答して下さい。 
(あてはまる数字を○で囲んでください)   
  
全くそう思っていなかった
 
あまりそう思っていなかった
 
どちらともいえない
 
かなりそう思っていた
 
非常にそう思っていた
 
1. 私にはこの先嬉しいことがないだろう。 1 2 3 4 5 
2. 私はこの先幸せになれないだろう。 1 2 3 4 5 
3. 私にはこの先良いことがないだろう。 1 2 3 4 5 
4. 私の生活はこの先寂しいものになるだろう。 1 2 3 4 5 
5. 私は幸せになれないだろう。 1 2 3 4 5 
6. 私はこの先きっと孤独になるだろう。 1 2 3 4 5 
7. この先の私の生活は充実感のないものになるだろう。 1 2 3 4 5 
8. この先私の生活は楽しくないものになるだろう。 1 2 3 4 5 
9. この先私の努力は報われないだろう。 1 2 3 4 5 
10. 私にはこの先恋人ができないだろう。（※既婚者の方は 3に○をつけてください） 1 2 3 4 5 
11. 私にはこの先嫌な人と付き合わなければならないことがたくさんあるだろう。 1 2 3 4 5 
12. 私にはこの先嫌なことを断れない事態がたくさんあるだろう。 1 2 3 4 5 
13. 私にはこの先他人に誤解されることがたびたびあるだろう。 1 2 3 4 5 
14. 私にはこの先やりたくない仕事を無理やりやらされることが多いだろう。 1 2 3 4 5 
15. 私にはこの先思い通りにならないことがたくさんあるだろう。 1 2 3 4 5 
16. 私にはこの先恥をかくことがよくあるだろう。 1 2 3 4 5 
17. 私はこの先うまくいかない人間関係に悩まされるだろう。 1 2 3 4 5 
18. 私はこの先大きな失敗を犯すだろう。 1 2 3 4 5 
19. 私はこの先目標を見失うことがあるだろう。 1 2 3 4 5 
20. 私はこの先人とたびたび喧嘩することになるだろう。 1 2 3 4 5 
21. 私には才能がない。 1 2 3 4 5 
22. 私は他人に自慢できる取り柄がない。 1 2 3 4 5 
23. 私は無能だ。 1 2 3 4 5 
24. 私は自信がない。 1 2 3 4 5 
25. 私はだめな人間だ。 1 2 3 4 5 
26. 私は自己主張できない。 1 2 3 4 5 
27. 私は皆より劣っている。 1 2 3 4 5 
28. 私は何をやってもうまくできない。 1 2 3 4 5 
29. 私は思い通りにできない。 1 2 3 4 5 
30. 私は意志が弱い。 1 2 3 4 5 
  
全くそう思っていなかった
 
あまりそう思っていなかった
 
どちらともいえない
 
かなりそう思って た
 
非常にそう思っていた
 
31. 私は悪口を言われている。 1 2 3 4 5 
32. 私は人に裏切られている。 1 2 3 4 5 
33. 私は人に約束を破られる。 1 2 3 4 5 
34. 私は人から無視されている。 1 2 3 4 5 
35. 私は人に嫌われている。 1 2 3 4 5 
36. 私は他人を傷つけてしまう。 1 2 3 4 5 
37. 私は人から叱られてばかりいる。 1 2 3 4 5 
38. 私は人から注意されてばかりいる。 1 2 3 4 5 
39. 私は嘘つきだ。 1 2 3 4 5 
40. 私は身に覚えのないことで責められている。 1 2 3 4 5 
41. 人間関係がうまくいかないのはとても恐ろしい。 1 2 3 4 5 
42. 裏切られるのは恐ろしい。 1 2 3 4 5 
43. 人から無視されるのは恐ろしい。 1 2 3 4 5 
44. 人から悪く思われることは恐ろしい。 1 2 3 4 5 
45. 人から信用されないのは恐ろしい。 1 2 3 4 5 
46. いじめられることはとても恐ろしい。 1 2 3 4 5 
47. 誰も自分をわかってくれないのはとても嫌だ。 1 2 3 4 5 
48. 自分が必要とされないのはとても嫌だ。 1 2 3 4 5 
49. 友達がいないのは恐ろしい。 1 2 3 4 5 
50. 努力が報われないのはとても嫌だ。 1 2 3 4 5 
 
（8）復職支援プログラム全般を通して得たことは、復職後お役に立ちましたか 
(あてはまる項目にチェックをしてください)   
□ とても 
役に立った          
□ やや 
  役に立った 
□ どちらとも 
いえない 
□ あまり役に 
立たなかった 
□ 全く役に 
立たなかった 
 
（9）その他、復職支援プログラム全般についてのご意見やご希望、あるいは個人的なご希望が
ありましたら自由にご記入下さい 
 
 
 
 
 
質問は以上です。ご協力誠にありがとうございました。 
今回と異なる連絡方法をご希望の場合は次面にご記入ください。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
～個人情報の取扱いについて～ 
 
・ 取り扱わせていただく個人情報については、機密保持に万全を期し適正に管理します。 
・ 修了者のフォローアップ及び効果評価研究という目的の範囲を超えて、個人情報及び回答内容を利用するこ
とはございません。 
・ 研究目的に使用する場合は、回答者の氏名などは符号化し、匿名化した状態で処理します。 
・ 研究成果については関連学会等で発表することがありますが、匿名化はもちろん、複数名分の集合データの
みを扱います。 
・ 同意いただいた後でも、いつでも撤回、変更をすることができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今回と異なる連絡方法、連絡先をご希望の場合は、下記□にチェックを入れて、ご記入ください。 
 
□郵送： 〒 
 
 
□メール：                      
 
□電話：                 □FAX：      
 
＜このアンケートに関するお問合せ先＞ 
大 阪 市 東 淀 川 区 西 淡 路 2 - 1 5 - 5 
TEL:06-6322-0030/FAX:06-6321-4107 
医療法人あけぼの会メンタルヘルスセンター 
担当：吉村 
☆あけぼの会は、個人情報の取扱いが適正に行われているこ
とを認証する、プライバシーマークを取得しています。 
 
